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専第１号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２８年度

各務原市一般会計補正予算（第６号）を定めることについて専決処分したので、同条第３

項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

  平成２９年６月２日報告 

 

各務原市長  浅 野 健 司      
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専決第９号 

 

   平成２８年度各務原市一般会計補正予算（第６号）を定めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２８年度

各務原市一般会計補正予算（第６号）を定めることについて、次のとおり専決処分する。 

 

  平成２９年３月３１日 

                     各務原市長  浅 野 健 司      

 

 

   平成２８年度各務原市一般会計補正予算（第６号） 

 

平成２８年度各務原市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ543,676千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ49,914,221千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 



第１表　歳入歳出予算補正

　　 歳　　　　入 (単位：千円)

補正前予算額

1 市税 20,492,990 901,509 21,394,499

1 市民税 9,187,917 517,000 9,704,917

2 固定資産税 8,808,838 288,563 9,097,401

4 市たばこ税 750,000 69,946 819,946

7 都市計画税 1,484,198 26,000 1,510,198

2 地方譲与税 340,000 110,506 450,506

1 地方揮発油譲与税 100,000 31,590 131,590

2 自動車重量譲与税 240,000 78,916 318,916

3 利子割交付金 31,000 △ 1,253 29,747

1 利子割交付金 31,000 △ 1,253 29,747

4 配当割交付金 133,000 △ 57,102 75,898

1 配当割交付金 133,000 △ 57,102 75,898

5 株式等譲渡所得割 53,000 △ 14,470 38,530

交付金

1 株式等譲渡所得割 53,000 △ 14,470 38,530

交付金

6 地方消費税交付金 2,500,000 △ 71,032 2,428,968

1 地方消費税交付金 2,500,000 △ 71,032 2,428,968

7 ゴルフ場利用税交 20,000 3,847 23,847

付金

1 ゴルフ場利用税交 20,000 3,847 23,847

付金

款 項 補正予算額 補正後予算額
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(単位：千円)

補正前予算額

8 自動車取得税交付 40,000 63,340 103,340

金

1 自動車取得税交付 40,000 63,340 103,340

金

11 地方交付税 3,319,294 280,524 3,599,818

1 地方交付税 3,319,294 280,524 3,599,818

12 交通安全対策特別 20,000 3,778 23,778

交付金

1 交通安全対策特別 20,000 3,778 23,778

交付金

15 国庫支出金 7,484,484 20,206 7,504,690

2 国庫補助金 2,797,402 20,206 2,817,608

16 県支出金 4,693,336 △ 325,564 4,367,772

2 県補助金 1,762,684 △ 325,564 1,437,120

17 財産収入 211,307 3,300 214,607

1 財産運用収入 191,307 3,300 194,607

18 寄附金 366,414 24,429 390,843

1 寄附金 366,414 24,429 390,843

19 繰入金 1,230,880 △ 330,880 900,000

1 基金繰入金 1,230,880 △ 330,880 900,000

21 諸収入 855,949 238 856,187

6 雑入 407,244 238 407,482

22 市債 2,602,500 △ 67,700 2,534,800

款 項 補正予算額 補正後予算額
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(単位：千円)

補正前予算額

1 市債 2,602,500 △ 67,700 2,534,800

歳　　入　　合　　計 49,370,545 543,676 49,914,221
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款 項 補正予算額 補正後予算額

一般会計 



　　 歳　　　　出 (単位：千円)

補正前予算額

2 総務費 4,455,526 0 4,455,526

1 総務管理費 3,437,618 0 3,437,618

3 民生費 13,416,491 0 13,416,491

3 児童福祉費 6,161,696 0 6,161,696

4 衛生費 3,548,981 0 3,548,981

2 環境費 2,402,816 0 2,402,816

6 農林水産業費 1,227,753 △ 317,250 910,503

1 農業費 968,153 △ 317,250 650,903

7 商工費 2,926,192 △ 102,698 2,823,494

1 商工費 2,926,192 △ 102,698 2,823,494

8 土木費 4,030,276 0 4,030,276

2 道路橋梁費 1,594,026 0 1,594,026

4 都市計画費 1,747,122 0 1,747,122

9 消防費 2,158,492 △ 36,376 2,122,116

1 消防費 2,158,492 △ 36,376 2,122,116

10 教育費 6,044,647 0 6,044,647

1 教育総務費 686,038 0 686,038

6 社会教育費 1,181,941 0 1,181,941

7 保健体育費 1,259,970 0 1,259,970

12 公債費 4,891,347 0 4,891,347

1 公債費 4,891,347 0 4,891,347

13 諸支出金 6,170,641 1,000,000 7,170,641

3 基金費 1,160,314 1,000,000 2,160,314

款 項 補正予算額 補正後予算額
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(単位：千円)

補正前予算額

歳　　出　　合　　計 49,370,545 543,676 49,914,221
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款 項 補正予算額 補正後予算額

一般会計 



第２表　地方債補正

（変更）

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

起債の目的

371,900 年 5.0％ 年 5.0％

以 内 以 内

408,900

消防施設整備
事 業

19,000

防災行政無線
整 備 事 業

16,700

13,800

起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

限 度 額
起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

限 度 額

鵜沼市民サー
ビスセンター
施設整備事業

千円 千円

355,700

17,900

15,900

359,600

13,500
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航空宇宙科学
博物館施設整
備 事 業

岐阜県防災情
報システム整
備 事 業

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。 

 ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。 

一般会計 

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。 

 ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。 


